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Ｑ
東
千
葉
メ
デ
ィ
カ
ル
セ
ン

タ
ー
（
以
下
東
千
葉
M
C
）

に
つ
い
て
、
当
町
・
東
陽
病
院

と
の
立
ち
位
置
は
。

A
千
葉
県
の
保
健
計
画
医
療

計
画
の
中
で
は
東
千
葉
M
C

を
「
県
立
東
金
病
院
の
医
療
機

能
を
引
き
継
ぐ
地
域
中
核
病

院
」と
し「
心
筋
梗
塞
、脳
卒
中
、

頭
部
外
傷
等
、
重
篤
救
急
患
者

の
た
め
の
医
療
を
提
供
す
る
救

命
救
急
セ
ン
タ
ー
」
と
し
て
地

域
医
療
の
中
核
を
担
う
と
位
置

づ
け
て
い
る
。
ま
た
医
大
付
属

の
臨
床
教
育
セ
ン
タ
ー
と
し
て

千
葉
大
学
医
学
部
の
教
授
、
准

教
授
が
研
修
医
を
育
成
す
る
と

同
時
に
直
接
質
の
高
い
医
療
を

提
供
す
る
ス
タ
イ
ル
を
実
践
す

る
病
院
と
し
て
い
る
。
当
町
か

ら
は
有
料
道
路
利
用
に
て
24
分

で
到
着
で
き
る
と
し
優
位
性
は

あ
る
。
し
か
し
当
町
は
匝
瑳
市

横
芝
光
町
消
防
組
合
に
加
入
し

て
い
る
た
め
、
旭
中
央
病
院
が

千
葉
県
東
部
地
域
と
し
て
診
療

圏
に
含
め
、
救
急
患
者
を
受
け

入
れ
て
く
だ
さ
っ
て
い
る
。

Ｑ
行
政
改
革
に
つ
い
て
、
同

時
・
同
日
選
挙
で
投
票
率
向

上
と
経
費
削
減
を
提
案
。
一

度
の
選
挙
で
か
か
る
経
費
は

１
０
０
０
万
円
足
ら
ず
で
す
。

ま
た
選
挙
の
種
類
に
よ
っ
て
は

投
票
率
に
差
異
が
あ
る
が
見
解

は
。A

公
職
選
挙
法
で
一
定
の
期

間
内
に
設
定
す
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
て
お
り
ま
す
が
、
可
能
で

あ
れ
ば
規
定
内
で
検
討
し
て
い

く
。Ｑ

消
費
税
増
税
後
の
使
用

料
・
利
用
料
等
の
変
更
予
定
は
。

A
今
定
例
会
に
て
条
例
に
て

変
更
を
す
る
議
案
提
出
を
し
て

い
る
。
ま
た
、
給
食
費
に
つ
い

て
は
平
成
26
年
度
か
ら
一
食
当

た
り
小
学
生
が
２
５
５
円
か
ら

２
７
０
円
、
中
学
生
が
２
９
０

円
か
ら
３
０
０
円
に
改
定
す

る
。

Ｑ
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
は
省
電
力
、
長

寿
命
に
て
メ
リ
ッ
ト
が
多
く
導

入
さ
れ
推
進
を
積
極
的
に
実
施

す
べ
き
で
は
。

A
庁
舎
内
で
は
震
災
後
間
引

き
等
も
実
施
し
節
電
し
て
い

る
。
確
か
に
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
の
効
果

は
認
め
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

設
置
の
費
用
も
多
額
で
あ
り

リ
ー
ス
方
式
も
含
め
検
討
を
す

る
。ま
た
防
犯
灯
に
関
し
て
は
、

新
規
の
設
置
は
Ｌ
Ｅ
Ｄ
灯
を
採

用
し
て
い
る
。

Ｑ
白
子
町
等
で
は
休
日
の
有

効
活
用
と
学
力
向
上
を
目
的

に
、
第
１
・
３
土
曜
日
に
土
曜

ス
ク
ー
ル
を
実
施
し
て
い
る
が

計
画
等
は
あ
る
の
か
。

A
平
成
14
年
か
ら
学
校
週
５

日
制
を
実
施
し
て
い
る
が
、
こ

の
趣
旨
は
「
ゆ
と
り
」
の
中
で

学
校
・
家
庭
・
地
域
社
会
が
連

携
し
、
活
動
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
。
現
在
当
町
で
は
土
曜
ス

ク
ー
ル
の
予
定
は
な
い
。

※
そ
の
他
町
内
工
事
中
の
道

路
、
橋
等
の
進
捗
状
況
と
計

画
・
図
書
館
の
書
籍
管
理
に
つ

い
て
。

Ｑ
次
世
代
の
豊
か
な
社
会
の

た
め
に
、
女
性
の
社
会
的
地
位

向
上
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る

と
考
え
ま
す
。
そ
こ
で
、
①
当

町
の
職
員
の
女
性
管
理
者
数

（
率
）
及
び
町
諸
団
体
の
女
性

参
加
率
、
②
女
性
の
社
会
進
出

の
遅
れ
の
要
因
、
③
町
の
男
女

共
同
参
画
と
、
女
性
の
地
位
向

上
の
為
の
方
策
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。

A
平
成
25
年
４
月
１
日
現
在

に
お
け
る
町
職
員
の
女
性
管
理

者
数
は
、
課
長
職
で
は
、
病
院

も
含
め
総
数
23
人
に
対
し
３
人

で
、
割
合
で
は
13
％
で
す
。

　

町
全
体
の
審
議
会
等
に
つ
い

て
は
、
委
員
総
数
１
，３
１
７

人
に
対
し
女
性
委
員
は
２
０
２

人
で
、
割
合
は
15
・
３
％
で
す
。

　

女
性
の
社
会
進
出
の
遅
れ
の

要
因
に
つ
い
て
で
す
が
、
当
町

で
は
、
平
成
18
年
に
実
施
し
た

町
民
意
識
調
査
で
男
女
の
平
等

感
に
つ
い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、

「
社
会
通
念
や
慣
習
な
ど
」「
政

治
の
場
」「
家
庭
生
活
の
場
」「
職

場
」
で
は
、
男
性
の
方
が
優
遇

さ
れ
て
い
る
と
い
う
認
識
が

60
％
以
上
を
占
め
、
ま
た
、
男

女
の
平
等
感
に
つ
い
て
は
男
性

優
遇
と
考
え
る
人
の
割
合
が
多

い
と
い
う
結
果
で
し
た
。

　

平
成
23
年
に
実
施
し
た
ま
ち

づ
く
り
住
民
ア
ン
ケ
ー
ト
で

は
、男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て
、

満
足
度
が
高
い
が
今
後
の
重
要

度
と
し
て
は
低
い
と
い
う
結
果

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
調
査
か
ら
は
、
個

人
の
意
識
や
家
庭
・
地
域
・
職

場
な
ど
身
近
な
場
で
は
、
男
性

中
心
の
考
え
方
が
個
人
の
意
識

下
に
強
く
残
っ
て
お
り
、
こ
れ

が
男
女
間
の
格
差
を
生
じ
さ
せ

て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

当
町
で
は
、
平
成
21
年
度
か

ら
30
年
度
ま
で
を
計
画
期
間
と

す
る
「
横
芝
光
町
男
女
共
同
参

画
計
画
」を
策
定
し
ま
し
た
が
、

平
成
25
年
４
月
１
日
現
在
、
千

葉
県
内
町
村
で
は
唯
一
策
定
し

て
い
る
団
体
で
す
。

　

本
計
画
で
は
、
男
女
共
同
参

画
社
会
の
実
現
に
向
け
、
①
一

人
ひ
と
り
を
尊
重
し
、
人
権
を

守
る
。
②
男
女
共
同
参
画
の
意

義
を
学
ぶ
。
③
政
策
・
方
針
決

定
過
程
へ
の
男
女
共
同
参
画
を

推
進
す
る
。
④
働
く
場
に
お
け

る
男
女
共
同
参
画
を
推
進
す

る
。
⑤
家
庭
・
地
域
で
の
男
女

共
同
参
画
を
進
め
る
。
⑥
性
へ

の
理
解
と
、
生
涯
に
わ
た
る
健

康
な
生
活
の
営
み
を
支
援
す

る
。
⑦
男
女
共
同
参
画
推
進
体

制
の
整
備
・
充
実
を
図
る
、
の

７
つ
を
基
本
方
針
と
し
、
こ
れ

ま
で
、
セ
ミ
ナ
ー
や
講
演
会
等

の
開
催
、
町
広
報
へ
の
掲
載
な

ど
の
事
業
を
展
開
し
て
ま
い
り

ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
人
々
の
意

識
は
急
激
に
変
わ
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
今
後
も
、

町
民
の
意
識
を
高
め
て
い
け
る

よ
う
粘
り
強
く
取
り
組
ん
で
ま

い
り
ま
す
。

一
般
質
問

森川　忠 議員

同
時
、
同
日
選
挙
で
投
票
率
向
上
と
経
費
削
減
を

　
　
可
能
な
選
挙
で
あ
れ
ば
規
定
内
で
検
討
す
る

女性の地位向上の
　　為の方策は
  町民の意識を高める
　  粘り強い取り組み

齋藤　順一 議員
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Ｑ
農
業
立
町
横
芝
光
の
農
業

政
策
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
、
ま

た
当
面
の
課
題
は
。

A
農
業
問
題
の
最
大
の
課
題

は
、
後
継
者
不
足
や
高
齢
化
の

進
展
に
よ
り
農
家
の
減
少
と
農

地
の
荒
廃
が
増
加
し
て
い
る
こ

と
で
す
。
町
と
し
て
は
「
人
・

農
地
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
、
農

地
の
集
積
や
担
い
手
確
保
を
図

る
こ
と
が
、
町
農
政
事
業
を
展

開
し
て
い
く
う
え
で
一
番
の
課

題
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

Ｑ
特
に
畑
作
農
業
は
高
齢

化
と
後
継
者
問
題
が
大
き
な
課

題
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
そ
ん

な
中
、
新
た
な
農
業
経
営
を
め

ざ
し
頑
張
っ
て
い
る
若
者
も
大

勢
い
ま
す
。
従
い
ま
し
て
こ
れ

か
ら
の
農
業
に
意
欲
を
持
て
る

よ
う
な
サ
ポ
ー
ト
策
が
必
要
と

思
い
ま
す
が
。

A
町
と
い
た
し
ま
し
て
も
、

新
規
就
農
者
を
育
成
す
る
よ
う

な
施
策
と
、
農
業
者
の
皆
さ
ん

に
元
気
を
出
し
て
頂
く
た
め
の

施
策
と
し
て「
産
直
交
流
施
設
」

な
ど
の
建
設
計
画
も
検
討
し
て

お
り
ま
す
。

Ｑ
当
町
に
お
け
る
産
業
振
興

の
キ
ー
ワ
ー
ド
と
思
え
る
「
地

産
地
消
政
策
」
と
「
６
次
産
業

化
政
策
」の
推
進
に
つ
い
て
は
。

Ａ
平
成
20
年
度
か
ら
22
年
度
に

か
け
て
町
単
事
業
に
よ
り
、
地

産
地
消
地
域
ブ
ラ
ン
ド
開
発
助

成
事
業
を
実
施
し
て
設
備
機
器

等
へ
の
一
部
補
助
を
行
い
ま
し

た
。
６
次
産
業
化
を
成
功
さ
せ

る
た
め
に
は
、
新
た
な
販
路
取

得
や
開
発
に
つ
な
が
る
事
業
者

や
、
他
の
農
林
漁
業
者
団
体
等

と
の
「
６
次
産
業
化
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
」
の
取
り
組
み
が
必
要

と
な
り
ま
す
。
ま
た
こ
の
こ
と

に
必
要
と
な
る
加
工
施
設
．
機

械
等
の
国
．
県
に
よ
る
ハ
ー
ド

整
備
事
業
等
も
あ
り
ま
す
の

で
、
そ
れ
ら
補
助
事
業
を
利
用

で
き
る
よ
う
支
援
に
努
め
て
参

り
ま
す
。

Ｑ
今
後
町
財
政
は
一
段
と
厳

し
さ
を
増
し
て
く
る
わ
け
で

す
。
そ
こ
で
町
財
政
の
健
全
化

を
図
る
べ
く
積
極
的
な
産
業
振

興
策
を
講
じ
て
頂
き
た
い
の
で

す
が
。

A
持
続
可
能
な
財
政
運
営
を

着
実
に
推
し
進
め
る
た
め
に
、

歳
出
規
模
の
抑
制
と
併
せ
、「
歳

入
確
保
対
策
の
推
進
」
を
２
本

柱
に
掲
げ
、
あ
ら
ゆ
る
方
策
に

よ
り
自
主
財
源
の
確
保
を
図

る
、
と
い
た
し
ま
し
た
。
基
本

計
画
に
掲
げ
た
施
策
と
し
て

も
、
関
係
機
関
な
ど
と
効
果
的

な
連
携
を
進
め
た
工
業
団
地
へ

の
企
業
誘
致
や
、
税
収
増
に
つ

な
が
る
生
産
の
担
い
手
確
保
策

を
掲
げ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま

す
。

Ｑ
カ
ー
フ
ュ
ー
（
離
着
陸
制

限
）
の
現
在
ま
で
の
運
航
状
況

は
。A

昨
年
３
月
31
日
か
ら
運
用

開
始
を
し
、
本
年
２
月
18
日
ま

で
で
54
件
の
運
航
が
あ
り
ま
し

た
。Ｑ

当
町
に
配
分
さ
れ
る
ペ
ナ

ル
テ
ィ
の
料
金
は
。

A
特
例
分
配
金
は
、
昨
年
３

月
31
日
か
ら
８
月
末
日
ま
で

の
分
と
し
て
、
当
町
に
は
１
，

３
５
６
，０
０
０
円
が
交
付
さ

れ
ま
し
た
。

Ｑ
ペ
ナ
ル
テ
ィ
料
金
の
使
途

は
。A

特
例
分
配
金
の
使
途
に
つ

い
て
は
、
空
調
機
設
置
事
業
や

騒
音
対
策
関
係
の
経
費
に
充
当

し
て
参
り
ま
す
。

Ｑ
「
産
直
交
流
施
設
検
討
委

員
会
」
の
取
組
み
は
。

A
１
月
29
日
の
会
議
に
て
、

４
か
所
の
候
補
地
、
横
芝
光
イ

ン
タ
ー
周
辺
、
旧
横
芝
町
役

場
、
坂
田
池
周
辺
、
旧
総
武
ド

ラ
イ
ブ
イ
ン
に
つ
い
て
土
地
の

情
報
、
交
通
量
、
候
補
地
の
メ

リ
ッ
ト
、
デ
メ
リ
ッ
ト
な
ど
を

検
討
し
た
結
果
、
産
直
交
流
検

討
委
員
会
と
し
ま
し
て
は
、
旧

横
芝
町
役
場
に
決
定
い
た
し
ま

し
た
。
今
後
は
ど
の
よ
う
な
専

門
委
員
会
が
必
要
に
な
る
か
を

調
査
研
究
す
る
予
定
で
あ
り
ま

す
。

Ｑ
坂
田
梅
林
の
保
全
、
保
護

及
び
特
定
農
用
地
貸
付
の
進
め

方
は
。

A
梅
林
の
一
部
を
特
定
農

用
地
と
し
て
位
置
づ
け
し
借
用

す
る
こ
と
で
目
途
は
立
っ
て
お

り
ま
す
。
今
後
は
、
平
成
26
年

度
補
正
予
算
を
計
上
し
、
特
定

農
用
地
手
続
き
を
進
め
、
新
た

に
梅
の
木
の
植
栽
や
梅
の
剪
定

作
業
等
の
体
験
農
業
が
行
え
る

よ
う
準
備
を
し
、梅
林
の
保
全
、

保
護
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

産業振興策により
財政の健全化を
あらゆる方策により
　　自主財源を確保

浅野　孝男 議員

鈴木　和彦 議員

成
田
空
港
離
発
着
30
万
回
に
向
け
て

　
　
　
町
と
し
て
の
騒
音
対
策
を

補
助
金
の
見
直
し
や
特
例
分
配
金
の
充
当
等
、

 

よ
り
一
層
の
騒
音
対
策
の
充
実
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す

清水の里、販売風景
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Ｑ
合
併
特
例
債
事
業
の
推
移

と
今
後
の
取
り
組
み
は
。

A
当
町
の
合
併
特
例
事
業
債

の
限
度
額
は
、
約
87
億
１
千
万

円
と
算
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
全

体
事
業
費
は
、
今
後
の
執
行
計

画
を
含
め
て
約
66
億
６
千
万
円

と
な
り
、
限
度
額
に
対
し
執
行

率
は
76
・
５
％
に
な
る
見
込
み

で
す
。本
起
債
は
借
金
で
あ
り
、

今
後
と
も
起
債
活
用
に
は
、
慎

重
に
取
り
組
み
、
健
全
な
財
政

の
維
持
確
保
に
努
め
て
行
き
ま

す
。Ｑ

歳
出
抑
制
政
策
の
予
算
規

模
10
億
円
削
減
構
想
の
具
現
化

は
。A

合
併
算
定
替
え
や
合
併
特

例
債
に
よ
り
膨
ら
ん
だ
財
政
規

模
は
、
当
町
の
標
準
的
な
枠
を

超
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
行
財
政
運
営
の
効
率
化
は

急
務
と
と
ら
え
、
平
成
26
年
度

当
初
予
算
編
成
に
当
た
り
、「
次

世
代
の
た
め
に
～
聖
域
な
き
行

財
政
改
革
～
当
初
予
算
10
億
円

の
削
減
に
向
け
て
」
と
す
る
財

政
健
全
化
方
針
を
打
ち
出
し
ま

し
た
。
歳
出
削
減
の
骨
子
は
、

投
資
的
経
費
の
総
額
を
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
し
て
事
業
の
優
先
度
・

緊
急
度
を
厳
し
く
精
査
し
て
い

く
こ
と
、
こ
れ
ま
で
の
事
業
あ

り
き
・
前
例
踏
襲
と
い
っ
た
固

定
概
念
か
ら
脱
却
し
、
す
べ
て

の
事
業
に
つ
い
て
ゼ
ロ
ベ
ー
ス

の
視
点
に
立
ち
、
執
行
事
業
の

適
正
規
模
の
精
査
と
取
捨
選
択

を
行
う
こ
と
と
考
え
て
い
ま

す
。
ま
た
、
人
口
減
少
・
少
子

高
齢
化
の
進
行
に
伴
う
扶
助
費

や
起
債
償
還
な
ど
の
義
務
的
経

費
が
増
加
す
る
中
で
は
、
行
財

政
の
効
率
化
だ
け
で
は
限
界
が

あ
り
、
歳
入
面
で
も
受
益
者
負

担
の
適
正
化
、
未
利
用
地
の
売

却
を
含
め
た
町
有
地
の
有
効
活

用
や
企
業
誘
致
、
広
報
収
入
な

ど
、あ
ら
ゆ
る
方
策
を
検
討
し
、

財
源
確
保
に
取
り
組
ん
で
行
く

考
え
で
す
。

Ｑ
経
常
収
支
比
率
と
政
策
的

経
費
の
方
向
性
は
。

A
平
成
24
年
度
に
経
常
収
支

比
率
が
１
・
６
ポ
イ
ン
ト
上
昇

し
た
原
因
は
、
人
件
費
は
減
少

し
た
も
の
の
公
債
費
や
扶
助
費

が
増
加
し
た
こ
と
や
、
経
常
一

般
財
源
の
臨
時
財
政
対
策
債
が

減
少
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。
今
後
比
率
が
さ
ら
に
上
昇

す
れ
ば
公
共
施
設
の
長
寿
命
化

の
た
め
の
維
持
修
繕
な
ど
の
政

策
的
事
業
費
に
回
せ
る
財
源
が

な
く
な
る
事
態
に
も
な
り
か
ね

ま
せ
ん
。
今
後
の
方
向
性
と
し

て
は
、
歳
入
を
よ
り
確
保
す
る

こ
と
、
歳
出
を
可
能
な
限
り
削

減
す
る
こ
と
で
す
。
そ
の
た
め

に
は
、
身
の
丈
に
あ
っ
た
事
業

を
実
施
す
る
こ
と
、
町
税
収
入

が
増
え
る
よ
う
な
施
策
に
取
組

む
こ
と
な
ど
が
必
要
で
あ
る
と

考
え
て
い
ま
す
。

Ｑ
財
政
健
全
化
に
む
け
て
の

取
り
組
み
に
つ
い
て
。

A
財
政
健
全
化
は
、
地
方

自
治
体
の
運
営
に
と
っ
て
、

と
り
わ
け
重
要
な
課
題
で

す
。
一
般
会
計
の
積
立
金
現

在
高
は
、
平
成
18
年
度
末
に

27
億
２
９
７
９
万
２
千
円
で

あ
っ
た
も
の
が
、
平
成
24
年
度

末
で
は
33
億
９
８
５
２
万
１
千

円
と
、
６
億
６
８
０
０
万
円
以

上
増
加
し
て
い
ま
す
。
そ
の

一
方
で
、
一
般
会
計
の
地
方

債
現
在
高
は
、
平
成
18
年
度
末

に
85
億
５
３
２
４
万
６
千
円
で

あ
っ
た
も
の
が
、平
成
24
年
度
末

で
は
１
１
８
億
６
９
６
万
８
千

円
と
、
32
億
５
３
０
０
万
円
以

上
増
加
し
て
い
ま
す
。こ
れ
は
、

臨
時
財
政
対
策
債
（
普
通
交
付

税
算
入
率
１
０
０
％
）
や
、
合

併
特
例
事
業
債
（
普
通
交
付
税

算
入
率
70
％
）
を
借
り
入
れ
て

い
る
こ
と
に
よ
る
た
め
で
す
。

今
後
は
、
急
速
な
少
子
高
齢
化

の
影
響
に
よ
り
、
福
祉
関
係
や

保
健
関
係
な
ど
で
扶
助
費
が
増

大
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
ほ

か
、
耐
用
年
数
を
迎
え
つ
つ
あ

る
社
会
資
本
・
施
設
の
老
朽
化

も
懸
念
さ
れ
ま
す
。
さ
ら
に
、

普
通
交
付
税
の
合
併
算
定
替
え

が
平
成
28
年
度
か
ら
段
階
的
に

減
少
し
、
32
年
度
で
終
了
す
る

こ
と
か
ら
、
行
財
政
の
効
率
化

は
急
務
と
と
ら
え
、「
次
世
代

の
た
め
に
～
聖
域
な
き
行
財
政

改
革
～
当
初
予
算
10
億
円
の
削

減
に
向
け
て
」
と
す
る
方
針
を

打
ち
出
し
た
と
こ
ろ
で
す
。
歳

入
を
よ
り
確
保
す
る
こ
と
、
同

時
に
よ
り
踏
み
込
ん
だ
事
務
事

業
の
見
直
し
や
、
徹
底
し
た
行

政
の
効
率
化
・
ス
リ
ム
化
を
図

る
こ
と
が
、
今
こ
そ
必
要
で
あ

る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

※
そ
の
他
の
質
問

●
国
の
経
済
対
策
の
た
め
の

５
・
５
兆
円
の
補
正
予
算
の

活
用
に
つ
い
て

●
予
算
編
成
に
お
け
る
税
制
改

正
の
見
解
と
本
町
の
財
政

及
び
町
民
に
与
え
る
影
響

に
つ
い
て

●
青
少
年
の
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
依
存
」
対
策
に
つ
い
て

●
読
書
意
欲
を
高
め
る
「
読
書

通
帳
」
の
導
入
に
つ
い
て

●
が
ん
教
育
の
普
及
と
し
て

「
生
き
る
の
教
室
」
開
催
に

つ
い
て

●
中
学
生
へ
の
無
料
ピ
ロ
リ
菌

検
査
及
び
治
療
の
推
進
に

つ
い
て

●
デ
イ
ジ
ー
教
科
書
の
普
及
促

進
に
つ
い
て

●
代
読
・
代
筆
支
援
の
充
実
に

つ
い
て

●
救
援
機
能
の
あ
る
自
動
販
売

機
の
設
置
に
つ
い
て

山﨑　貞一 議員

予
算
規
模
10
億
円
の
削
減
構
想
は

　
　
全
事
業
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
の
視
点
か
ら

　
　
　
　
　
　
　
　
　
精
査
と
取
捨
選
択
を

 財政健全化の取組みを
　重要な課題で
　　行財政の効率化は急務

川島　富士子 議員
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横芝光町議会改革特別委員会最終報告

議会改革特別委員会は、24 年度の「議会活性化検討委員会」の最終報告の中で、特別委員会を
設置して検討すべきとされた、「議員定数・議員報酬の見直し」、「政務活動費の支給」、「会派制の
導入」の議会改革に関する事項の検討を目的として平成 25 年３月に設置されました。

これまでに先進地視察の実施や、９回の委員会を開催し、検討事項について審議を重ねてまいり
ましたが、本委員会としての結論を取りまとめ、本年１月 28 日開催の議会議員全員協議会に報告し、
承認を得ましたので、平成 26 年３月定例会において、次のとおり最終報告を行いました。

以上が最終報告ですが、議員定数の見直し及び政務活動費の支給に関しては、今後条例の
新規制定が必要となり、これらの条例の可決をもって正式決定されます。

●議員定数の見直し

審 議 結 果 次の選挙から現行の 18 人から２人減の 16 人とする。

理　　　 由

定数の算定に当たっては、議員の職務の重要性を踏まえ、町民の声と全国及び近隣市町の
状況を考慮し、大幅な削減を行った場合、町民の声が届きにくくなることが懸念されるため、
平成 25年３月 31日現在の、本町と人口が同規模の全国の 27市町村の議員定数の状況を調査
しました。 
　これを基に算出した議員１人当たりの人口の平均は、1 , 5 8 3人であり、これを本町の人口
に当てはめると、議員定数は 1 6 . 1人となりました。 
　また、近隣市町では、既に定数削減を実施しており、このような状況を総合的に勘案し、
本議会も自ら定数を削減すべきと考え、本町の議員定数は、16人が妥当であるとの結論に至
りました。

●議員報酬の見直し

審 議 結 果 現行どおりとする。

理　　　 由

定数を削減することにより、議員活動における負担が増えるため、報酬の引き上げを
検討しましたが、近隣市町に影響を及ぼすこと、また、報酬の引き上げについては、町
民の理解を得るのは難しいと考え、これらを勘案し、報酬の見直しは行わないとの結論
に至りました。

　●政務活動費の支給 　●会派制の導入

審 議 結 果 政務活動費を支給する。 審 議 結 果 会派制を導入する。

理　　　 由

議員の調査研究その他の活動
に資するための経費として、議
会における会派及び会派に属し
ない議員に対して、月額２万円
の政務活動費を支給するとの結
論に至りました。

理　　　 由

会派制にはメリット、デメ
リットがあるが、会派で調査、
研究、議論を行い、個々の議
員の資質向上に役立てること
ができるという点を踏まえ、
会派制を導入するとの結論に
至りました。


